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平成３１年度 事業計画  

１ 基本方針 

我が国は、超高齢社会を迎えている中で、国民一人ひとりの意欲と能力が最大限

に発揮できるような全世代で支え合える生涯現役社会を構築することを目指して

います。このため、国では「高齢社会対策大綱」において、意欲や能力に応じた就

業機会、社会参加の場を総合的に提供するシルバー人材センター事業について、推

進することとしています。 

  また、昨年成立した働き方改革関連法が今年４月から順次施行されます。労働者

が、それぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革

を総合的に推進するためのものです。生涯現役社会の実現に向け、高齢者雇用促進

のための改革等を実現し、全世代型社会保障制度への取り組みを進め、少子高齢化

という最大の壁に立ち向かっていくこととしています。 

今まで以上に「多様な技術・経験を有するシニア層が幅広く社会に貢献できる仕

組み、年齢に関わりなくエイジレスに働けるよう、ニーズに応じた多様な就労機会

の提供」ができるシルバー人材センターの役割は重要なものとなっています。 

 

このように元気で体力、意欲のある高齢者が、現役世代の下支えや人手不足分野

での労働力確保に貢献することが期待されている状況下において、当センターでは

会員の多様なニーズに応じた雇用・就業機会の確保を図るため、請負、委任による

就業機会の拡大とともに、高齢者の優位性を活かして、引き続き労働者派遣事業の

推進を図ってまいります。 

長野県の高齢者の就業率は全国１位です。また、景気は緩やかに回復していると

されていますので、公益社団法人として高齢者並びに地域社会の期待に応えられる

よう、また会員が身近な地域で安心して働くことができるよう、「自主・自立、共働・

共助」の基本理念に基づく取り組みを総合的に進め、運営基盤の確立や経費の徹底

した抑制に努め、会員及び役職員が一丸となってセンター機能の一層の充実を図っ

ていくこととします。 

 

２ 事業実施計画 

（１） 会員拡大・事業の普及啓発と就業開拓の増強 

① センターの会報やホームページ等の充実を図り、シルバー人材センターの事業

内容を広くＰＲします。全国シルバーの第２次１００万人計画推進に併せ、県シ

ルバーと連携を図りながら、地域社会や事業所等のニーズ十分に応えることがで

きるよう、就業機会の拡大及び会員の拡大に積極的に取り組みを進めます。  

② ＰＲ用チラシを一般家庭、公共団体、民間事業所等へ配布し、事業内容や就 

業機会の拡大・開拓に努めます。１０月の普及啓発月間にあわせ、地域班、会員

によるチラシ配布と声かけ活動を行います。 



③ 塩尻市及び朝日村で実施する生活支援事業を始め、家事援助サービス、福祉

サービス分野など「女性会員向け」の就業開拓を進めます。 

④ 地域班ごとに「シルバーの日」を計画実施し、シルバー事業の啓発や公共施 

設のボランティア活動により地域社会への貢献に努めます。 

⑤ 『門松づくり事業』、『パソコン教室』、『刃物研ぎ事業』の独自事業を継続し

ます。 

⑥ 市・村との一層の連携を図り、公共関係の就業機会の拡大に努めます。 

⑦ 多様な地域のニーズに応じた就業機会の確保に努めます。 

 

（２） 安全・適正就業の推進 

①  ローテーション就業、ワークシェアリングを進め、適正かつ公平な就業機

会が提供できる体制づくりに努めます。また、随時、会員の就業相談等に対

応すると共に、未就業者についても就業希望に沿えるよう努めます。 

②  安全就業を推進するため、繰り返し注意喚起を行い、事故原因の分析と解 

決方策等、きめ細かな取り組みを引き続き積極的に進めます。また、安全就業

の啓発として、安全推進だより「かわら版」を発行します。 

③ 会員の就業に関し、事故防止及び安全就業について研修会、講習会の開催 

に努めます。 

④ 適正就業を推進するため、法令順守（コンプライアンス）に努めます。 

⑤ シルバー派遣事業の拡大及び有料職業紹介の取組みを進めます。        

⑥ 会員の健康管理（地区別懇談会における保健師による健康講話等）の充実 

を図ります。派遣事業の就業者向けに産業医健康情報等の提供に努めます。 

 

（３） 運営体制の整備と充実 

①  経費の徹底した抑制を図り健全財政を堅持します。 

②  定期的に理事会及び各部会を開催し、自主的で活発な事業運営に努めて 

まいります。また、理事対象の研修の充実に努めます。 

③ シルバーの基本理念の理解と啓発を一層進め、会員の資質の向上に努め、 

地域に信頼されるセンターづくりに努めます。 

④ 公益社団法人として地域社会の期待に応えられるよう、会員及び役職員 

一丸となって、センター機能の一層の充実に努めます。 

⑤  近隣の保育園及び専門学校との交流を通して、シニア世代への理解が一層

深まるようメディアを通じた広報活動を推進します。 

⑥ 設立３５周年記念事業の実施及び１０月の消費税率引き上げ分を適正に計

上し、配分金の全体見直し検討も進めます。 


